
東京農工大学大学院における教育研究上の目的に関する規程 
 
                                  平成１９年４月１日 
                                  １９ 教 規程第１号 
（目的） 

第１条 この規程は、国立大学法人東京農工大学学則第４５条第２項、第４６条第２項及び第４６条の

２第２項の規定に基づき、国立大学法人東京農工大学（以下、「本学」という。）大学院修士課程、博

士課程及び専門職学位課程の各専攻における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的を

明確にする。 

（工学府における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的） 

第２条 工学府においては柔軟な発想力と確かな知識を持ち、独創的な「ものづくり」ができる学生及

び高い倫理観と本質を見抜く卓越した能力を有する技術者・研究者の養成を目的とし、各専攻につい

ては、次のとおりとする。 

専攻名 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

生命工学専攻 

 

最先端の生命工学の専門家として、現在社会のニーズに即応して活動でき、

新たなニーズの発掘とシーズの発見能力に富んだ、研究者・専門家・職業人

として社会の中核で活躍できる人材を養成する。また国際性、コミュニケー

ション能力、国内外の学会発表や論文発表ができる能力を身につけさせる。 

応用化学専攻 持続型社会の形成に貢献するべく、資源・エネルギー・素材/材料・地球環境

に関連する化学・技術的諸問題を解決し、先導的役割を果たす高度専門的指

導能力を有する人材の養成を目的とし、さらにはその成果をもって全世界の

平和と福祉に寄与する。 

機械システム工学

専攻 

物理・数学及び機械工学の専門知識と応用力を身につけ、環境と調和する

Unique & Best な機械システムの理想像を追求し、国際社会と世界の文化に

関して深い理解と洞察ができ、豊かなコミュニケーション能力で国際的に活

躍できる人材の養成を目的とする。 

物理システム工学

専攻 

高度な物理の基礎と専門教育により、各専門分野の研究・開発の現状、その

概念・方法を学ぶとともに高い論理的思考能力を培い、直面する課題に対し

て物理学的視点・方法から問題を発見・分析して、その解決方策を実践的に

展開させる能力を持つ人材の養成を目的とする。 

電気電子工学専攻 現代社会の根幹を支える電気電子工学の先端技術動向及び関連する専門知識

を修得させるとともに、各専門分野の研究活動参画や企業活動への共同参画

を通じて、社会的ニーズに基づいた実践的な研究開発能力を有する、電気電

子工学技術の発展に寄与する人材を養成する。 

情報工学専攻 情報工学に関する深い知識に基づき、新しい情報理論・概念を創造し、より

完成度の高いシステムを造り上げていく高度な能力を持つ人材の養成を目的

とする。その目的の達成のため、自らの手で研究開発を推進する実践型教育

を重要視するとともに、対外発表等を通じて学際性や国際性を涵養する。 

電子情報工学専攻 物理学、電気電子工学、情報工学の各分野の先導的な学識を教授し、また自

立した研究者に相応しい課題発掘能力、実践的研究能力、技術開発の展開能



力、国際性と情報発信能力、社会的ニーズに対する柔軟性などを涵養して、

当該分野や分野横断的な未知の課題の解決に対応し得る人材を養成する。 

（農学府における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的） 

第３条 農学府は、農学、生命科学、環境科学分野の諸課題の解決と持続発展可能な社会の形成に資す

るため、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又はこれに加えて高度の専

門性が求められる職業を担うための卓越した能力を有する人材を養成し、各専攻については、次のと

おりとする。 

専攻名 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

生物生産科学専攻 食料生産技術と環境保全の調和、持続的な生物生産の確立、食料自給率向上

や安定供給、動植物の生産機能の解明、バイオマス利活用技術の開発等に貢

献する能力を有する、広い視野に立つ専門家及び研究者を養成する。この目

的を達するため前記専門分野における革新的学術研究を併せて実施する。 

共生持続社会学 

専攻 

人文社会科学分野において、農学諸分野の科学技術を理解し、企画・課題遂

行・調整などに卓越した能力を有する、広い視野に立つ専門家及び研究者を

養成する。この目的を達するため共生人間学・環境社会関係学・食糧環境経

済学の専門分野における革新的学術研究を併せて実施する。 

応用生命化学専攻 生体分子化学、生理生化学、分子生物学、環境老年学などの生命機能を理解

し応用する専攻分野において卓越した能力を有する、広い視野に立つ専門家

及び研究者を養成する。この目的を達するため前記専門分野における革新的

学術研究を併せて実施する。 

生物制御科学専攻 植物、微生物、昆虫などの生物の制御及び生物間相互作用に関する研究分野

において卓越した能力を有する、広い視野に立つ専門家及び研究者を養成す

る。この目的を達するため前記専門分野における革新的学術研究を併せて実

施する。 

環境資源物質科学

専攻 

環境資源物質科学分野において卓越した能力を有する、広い視野に立つ専門

家及び研究者を養成する。特に資源物質の構造解析や機能、利用技術、環境

への影響・負荷の低減化に寄与できる人材を育成する。この目的を達するた

め前記専門分野における革新的学術研究を併せて実施する。 

物質循環環境科学

専攻 

環境化学及び環境生物学分野において卓越した能力を有する、広い視野に立

つ専門家及び研究者を養成する。この目的を達するため前記専門分野におけ

る革新的学術研究を併せて実施する。 

自然環境保全学 

専攻 

野生生物、山地・森林、都市及び人間を対象にして、自然環境の持続的利用

と保護及び回復に関わる自然環境保全学分野において卓越した能力を有す

る、広い視野に立つ専門家及び研究者を養成する。この目的を達するため前

記専門分野における革新的学術研究を併せて実施する。 

農業環境工学専攻 農学と工学の手法を駆使して、海外も含めた農山村地域の発展に貢献し、持

続的食料生産システムや地域環境整備を行う農業環境工学分野において卓越

した能力を有する、広い視野に立つ専門家及び研究者を養成する。この目的

を達するため前記専門分野における革新的学術研究を併せて実施する。 



国際環境農学専攻 学際的な環境農学分野において、国際的視野を持ち、諸外国の文化を理解し、

国際社会において指導的立場で活躍できる専門家及び研究者を養成する。こ

の目的を達するために前記専門分野における革新的学術研究を併せて実施す

る。 

（生物システム応用科学府における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的） 

第４条 生物システム応用科学府における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、次の

とおりとする。 

専攻名 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

生物システム応用

科学専攻 

生物あるいは生態系システムの持つ柔軟性の本質を抽出し、システム化して、

新たな生産に結びつける「生物システム応用科学」を教育、研究する。 

博士前期課程2年、博士後期課程3年の一貫教育を通して、広い視野と高度

に専門的な「生物システム応用科学」の知識と技術を有する人材を養成する

とともに、自立して研究活動を行うことができ、国際的な視野を持つ研究者

を育成する。さらに、社会的要請に対応して、すでに実社会で活躍している

専門技術者の再教育(社会人教育)を積極的に展開する。 

（連合農学研究科における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的） 

第５条 連合農学研究科においては日本及びアジアでの中核的な博士課程大学院としての発展を目指

し、広い視野から生物生産科学、応用生命科学、環境資源共生科学、農業環境工学、農林共生社会科

学に関する高度な専門知識、理解力、洞察力、実践力を獲得できる創造的で機能性に富んだ教育を追

求し、総合的判断力を備え、国際社会に貢献できる高度専門職業人や研究者を養成することを目的と

し、各専攻については、次のとおりとする。 

専攻名 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

生物生産科学専攻 作物及び家畜・家蚕の生理・生態、遺伝育種及び作物と病害虫、作物と雑草

との相互作用を科学的に解析して、人類の生存に不可欠な持続可能な生物生

産のための基盤を確立するとともに、植物生産科学、動物生産科学、生物制

御科学に関する基礎から応用まで総合的な教育と研究を行う。 

応用生命科学専攻 生命現象の根源をなす生体反応を解析して、人類の生存に必要な物質生産の

ための基盤を確立するとともに、その応用、開発を行うことを目的とし、生

物資源や生物機能の活用、生物素材の保存に関する科学と技術について総合

的な教育と研究を行う。 

環境資源共生科学

専攻 

地球上の生物資源と人間活動の場を科学的に解明し、資源の効率的な生産と

その保全、地球環境の保全と自然保護の科学を総合的に考究することで、人

類が持続的に生きていくために必要な生物圏の科学を、総合的な見地から有

機的に関連させつつ教育と研究を行う。 

農業環境工学専攻 農業生産の基盤となる農地の土と水に関する工学、地域の水利用と水質管理

及び水環境の保全に関する工学、地域資源の保全と地域の環境計画、農業生

産の最適化と効率化に関するシステム工学、作物や家畜の生産及び生産物の

加工流通における環境制御工学等に関する研究を通して、これからの持続的

且つ環境保全的な農業生産を支える工学技術分野について、基礎から応用ま

での総合的な教育と研究を行う。 



農林共生社会科学

専攻 

人間と自然との共生のあり方、共生持続型社会システムのあり方、効率的で

環境保全的な農業生産を可能とする経営組織のあり方、資源循環型食料生

産・流通とそれを可能とする地域社会システムのあり方、農業生産から消費

に至る全過程（フードシステム）における主体のあり方、農業に関わる資源

及び農産物等に関する所有・流通・分配のあり方、等の社会経済的諸課題を

究明できる総合的な教育と研究を行う。 

（技術経営研究科における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的） 

第６条 技術経営研究科における人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、次のとおりと

する。 

専攻名 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

技術リスクマネジ

メント専攻 

「よき企業人」の育成を主眼とし、企業活動を取り巻く技術リスクの最小化

に配慮しながら先端技術を活用・展開してビジネスの創出ができる実践的能

力を持つ技術経営管理者層、及び関連分野におけるコンサルタントと官公庁

等において施策立案できる人材の育成を目的とする。 

 

  附 則 

 この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

 


